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　　　　環境汚染税のセカンド・べスト分析
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吉岡守行
　近年においては，環境汚染税は環境の質の改善をめざす手段であると同
時に既存の税の歪みを是正するための政府収入の源泉としても非常に魅力
的なものとして注目されている。この二重配当仮説が成立するための理論
的根拠としては
　命題・Ａ：最適汚染税をピグー税より高くに定めるべきである。
の成立が要請される。
　Bovenberg and de Mooij(1994ａ)は｢歪みをもった税がすでに存在する
際には，最適汚染税は，典型的な場合，ピグー税の下にある。｣と主張し
た。これは二重配当仮説の第二の配当を否定することになる。このBoven-
bergand de Mooij(1994ａ)の見解を契機として，今日までにFullerton
(1997),Schob (1997),Fuestand Huber (1999)等が，命題・Ａの成立の条件
を検討した。これらによると命題・Ａが成立するかどうかは，賃金税体系
を考えるか物品税体系を前提とするか，労働と汚染消費財の間に，あるい
はクリーン消費財と汚染消費財の間に代替(補完)関係が存在するかどう
か等の条件に依存することが判明した。
　しかしこれまで，すべての論者は皆例外なくクリーン消費財および汚染
消費財の生産者価格，生産者賃金等をすべて１として議論を展開している。
このことは従量税を前提として分析をすすめているのに等しい。
　これに対して本論文では，前記の財の生産者価格および生産者賃金等を
１としないで，従価税を前提として分析をおこない。命題・Ａがどのよう
な修正をこうむるかを検討する。
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　2.モデル
　ここではＳａｎｄｍｏ（1975）とBovenberg and de Mooij（1994ａ）の流れに
そった環境汚染を考慮にいれた最適課税のモデルを構築する。
　代表的消費者の効用は強い意味の準凹型の効用関数である次式で表わさ
れるとする。
　ここで£：労働，Ｃ：クリーン消費財，£)：汚染消費財，Ｇ：公共支出，
£(£))：環境汚染の質である。
　消費者は£とＧを与えられたものとして，次の予算制約式
を制約条件として(1)の最大化をはかるものとする。
　ここでは片と均はＣと£)の消費者価格であり，ｗは消費者賃金
である。
　最適化行動が満足されるための必要条件は
となる。λは私的所得の限界効用を表わす。
　政府は従価税率：なで労働税を、従価税率：をでクリーン消費財税を、
従価税率：らで汚染消費財税を徴収するものとする。
　(2)式をらり＝Ｃ、Ｄ、Ｌ)で微分することにより
をうる。ここでg､(i =C、Ｄ、Ｌ)はＣ､Ｌ)､£の生産者価格である。
　従価税のもとでの政府の予算制約式は
－24－
である。ここで沢は総租税収入である。
　Bovenberg and de Mooij（1994ａ）でなされているように
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とする。これはラッフア曲線の勾配が正であることを意味する。
　ここで次のように定義1）をする。
　定義１：もし∂£/∂ら＞0,（∂£/∂ら＜O）ならば，レジャーと汚染消費
　財は粗補完財（代替財）である。
　定義２：もし∂Ｃ/∂ら＞0,（∂Ｃ/∂ら＜O）ならば，クリーン消費財と
　汚染消費財は粗代替財（補完財）である。
　3.最適課税の構造
　政府の最適課税問題は㈲を制約条件として，（1）を最大化することである。
　ラグランジュ関数は
となる。
　一階の条件は次のように表わせる。
を利用すると，（3）から
－26－
がえられる。
(3yと(8)より
を導くことが可能である。
　限界環境破壊を内部化する税(7)は
と表わすことができる。
　ここで㈲の両辺をバ＝らら,な）で微分すると
となる。
　(4)は次のように書き換えられる。
仰の両辺に(4)詣両辺を加えると
が導出される。
　㈱より
であるから，聯は
と同じである。
　㈲の両辺をλで除し, (10)を考慮すると
となる。
　㈲の両辺より(13)の両辺を引くと
をうる。
　㈲から，従価税の場合命題Ａは次の命題Ａ／のように修正されることが
わかる。
　命題・Ａ’:最適汚染税と汚染財の生産者価格の積をピグー税より高く定
　　めるべきである。
　このことを正確に理解するためには，さらに分析をすすめなければなら
ない。
　4.賃金税体系
　Bovenberg and de Mooij (1994ａ)が問題としたのと同じ枠組一賃金税
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体系-は(15)においてzｃ＝Oとするとえられる。
　それは
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である。
　(16a)と(16b)からtｎ＾Ｄと7-の間の関係をいかなる要因が決定するかを知
ることができる。(16a)と(16b)の右辺の符号については，既存文献におい
て示されている3)。(16a)についてtD(lD - ■7"の符号に関して次の命題，Ｂ
をまとめることができる。
　命題　Ｂ：もしも賃金税が正であり，促/∂な＜03)であるならば
　出　t*qo > rの十分条件はレジャーと汚染消費財は粗補完財(∂£/∂ら
　　＞O)であることである。そしてそれゆえに
　㈲　t*q* < rの必要条件はレジャーと汚染消費財は粗代替財(∂LZ∂tｏ
　　＜O)であることである。
5｡物品税体系
㈲についてな＝Ｏと考えると
という物品税体系をうる。
　Ｃが正常財(∂Ｃ/∂zｃ＜O)であるとすると
(17a)式から次の命題・Ｃを導くことができる。
　命題・Ｃ：クリーン消費財税が正ならば
　田　toqo > rであるための十分条件は，クリーン消費財と汚染消費財
　　は粗代替財(∂Ｃ/∂ら＞O)であることである。そしてそれゆえに
　㈲　t*Dqふ＊＜７であるための必要条件はＣと£)が粗補完財(∂Ｃ/∂ら
　　＜O)であることである。
　6.むすび
　これまでの分析結果を述べることにしよう。命題・Ａと命題・Ａﾌﾞの比
較・検討から，命題・Ｂと命題・Ｃを前提とすると，従価税は従量税より
も二重配当仮説の成立の可能性を強化するものであるといえる。
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